
6

774 Ｓ

税収 7,24

Ｆ

9,204

社会保険料

＝

369,589

移転収

Ｄ

入 6,310,356

＋

公債等 8,615,4

Ｅ

09

その他の財源の調

資

達 △23,791,8

金

19

評価・換算差額等

1

3,170,034 ←

0

ＮＷＭより

その他の純

,

資産 276,610,

4

888 Ｔ

開始時未分析

5

残高 276,610,

9

888

その他純資産 0

,

純資産合計 297,5

8

94,610 Ｕ＝Ｒ＋

9

Ｓ＋Ｔ

負債・純資産合

2

計 423,857,2

Ｅ

06 Ｖ＝Ｑ＋Ｕ

← ＣＦより

金融資産（資金を除く） 20,635,904 Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ

債権 10,057,496 Ａ

税等未収金 6,696,287

未収金 2,786,752

貸付金 △64,227

その他の債権 384,942

(控除)貸倒引当金 253,742

有価証券 0 Ｂ

投資等 10,578,408 Ｃ

出資金 228,333

【

基金・積立金 10,2

様

30,383

財政調整

式

基金 3,722,18

第

5

減債基金 0

その他の

1

基金・積立金 6,50

号

8,198

その他の投

】

資 119,692

２．

平

非金融資産 392,7

成

61,412 Ｍ＝Ｊ＋

２

Ｋ＋Ｌ

事業用資産 14

５

3,777,145 Ｊ

年

＝Ｇ＋Ｈ＋Ｉ

有形固定

度

資産 142,154,

　

674 Ｇ

土地 89,6

小

78,478

立木竹 2

田

8,559

建物 47,

原

466,656

工作物

市

730,060

機械器

　

具 1,811,575

単

物品 604,100

船

体

舶 0

航空機 0

その他の

貸

有形固定資産 1,28

借

1,183

建設仮勘定

対

554,064

無形固

照

定資産 1,478,5

表

67 Ｈ

地上権 1,19

（

2,819

著作権・特

B

許権 0

ソフトウェア 1

S

1,361

電話加入権

)

0

その他の無形固定資

（

産 274,387

棚卸

平

資産 143,905 Ｉ

成

インフラ資産 248,

2

984,267 Ｋ

公共

6

用財産用地 100,9

年

34,352

公共用財

 

産施設 143,845

3

,564

その他の公共

月

用財産 3,077,8

 

47

公共用財産建設仮

3

勘定 1,126,50

1

4

繰延資産 0 Ｌ

資産合

日

計 423,857,2

現

06 Ｎ＝Ｆ＋Ｍ

【負債

在

の部】

１．流動負債 7

）

,225,751 Ｏ

未

（

払金及び未払費用 1,

単

503,983

前受金

位

及び前受収益 0

引当金

：

809,274

賞与引

千

当金 809,274

預

円

り金（保管金等） 1,

）

138,702

公債（

【

短期） 4,231,2

資

30

短期借入金 80,

産

000

その他の流動負

の

債 △537,439

２

部

．非流動負債 119,

】

036,847 Ｐ

公債

１

104,545,25

．

3

借入金 140,00

金

0

責任準備金 0

引当金

融

11,354,258

資

退職給付引当金 11,

産

165,808

その他

3

の引当金 188,45

1

0

その他の非流動負債

,

2,997,336

負

0

債合計 126,262

9

,598 Ｑ＝Ｏ＋Ｐ

【

5

純資産の部】

財源 19

,

,060,948 Ｒ

資

7

産形成充当財源（調達

9

源泉別） 1,922,



用 54,292,035 Ｅ＝Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ

①人件費 20,373,626 Ａ

議員歳費 155,669

職員給料 11,212,461

賞与引当金繰入 960,268

退職給付費用 927,965

その他

【

の人件費 7,117,

様

266

②物件費 11,

式

474,527 Ｂ

消耗

第

品費 800,819

維

2

持補修費 2,443,

号

226

減価償却費 3,

】

641,108

その他

平

の物件費 4,589,

成

375

③経費 11,0

２

98,449 Ｃ

業務費

５

66,372

委託費 7

年

,976,527

貸倒

度

引当金繰入 696,9

　

52

その他の経費 2,

小

358,598

④業務

田

関連費用 11,345

原

,431 Ｄ

公債費（利

市

払分） 1,936,0

　

32

借入金支払利息 6

単

1,739

資産売却損

体

0

その他の業務関連費

行

用 9,347,661

政

２．移転支出 57,2

コ

48,936 Ｆ

①他会

ス

計への移転支出 0

②補

ト

助金等移転支出 41,

計

390,307

③社会

算

保障関係費等移転支出

書

15,436,522

（

④その他の移転支出 4

P

22,107

経常費用

L

合計（総行政コスト）

）

111,540,97

（

2 Ｇ＝Ｅ+Ｆ

【経常収

自

益】

経常業務収益 28

平

,670,607 Ｊ＝

成

Ｈ+Ｉ

①業務収益 28

２

,078,596 Ｈ

自

５

己収入 27,882,

年

617

その他の業務収

　

益 195,979

②業

４

務関連収益 592,0

月

13 Ｉ

受取利息等 9,

　

101

資産売却益 0

そ

１

の他の業務関連収益 5

日

82,910

経常収益

 

合計 28,670,6

至

07 Ｋ＝Ｊ

純経常費用

平

（純行政コスト） △8

成

2,870,363 Ｌ

２

＝Ｋ-Ｇ → ＮＷＭへ

６年　３月　３１日）

（単位：千円）

【経常費用】

１．経常業務費



006

③移転収入 42,054,693 42,054,693 42,054,693

他会計からの移転収入 △200,000 △200,000 △200,000

補助金等移転収入 26,286,841 26,286,841 26,286,841

国庫支出金 19,559,438 19,559,438 19,559,438

都道府県等支出金 6,727,403 6,727,403 6,727,403

市町村等支出金 0 0 0

その他の移転収入 15,967,851 15,967,851 15,967,851

④その他の財源の調達 9,495,688 9,495,688 9,495,688

固定資産売却収入（元本分） 0 0 0

長期金融資産償還収入（元本分） 154,582 154,582 154,582

その他財源調達 9,341,106 9,341,106 9,341,106

Ⅱ．資産形成充当財源変動の部 1,997,757 0 880,092 2,254,068 △3,520,726 0 1,611,192 1,611,192

【

１．固定資産の変動 1

様

,997,757 0 8

式

78,390 2,25

第

4,068 △4,39

3

2,733 737,4

号

82 737,482

①

】

固定資産の減少 0 0 0

平

0 △12,010,5

成

69 △12,010,

２

569 △12,010

５

,569

減価償却費・

年

直接資本減耗相当額 0

度

0 0 0 △9,341,

　

106 △9,341,

小

106 △9,341,

田

106

除売却相当額 0

原

0 0 0 △2,669,

市

463 △2,669,

　

463 △2,669,

単

463

②固定資産の増

体

加 1,997,757

純

0 878,390 2,

資

254,068 7,6

産

17,835 12,7

変

48,050 12,7

動

48,050

固定資産

計

形成 1,997,75

算

7 0 878,390 2

書

,254,068 2,

（

023,077 7,1

N

53,292 7,15

W

3,292

無償所管換

M

等 0 0 0 0 5,594

）

,758 5,594,

（

758 5,594,7

自

58

２．長期金融資産

平

の変動 0 0 1,702

成

0 872,007 87

２

3,709 873,7

５

09

①長期金融資産の

年

減少 0 0 0 0 △154

　

,582 △154,5

４

82 △154,582

月

②長期金融資産の増加

　

0 0 1,702 0 1,

１

026,589 1,0

日

28,292 1,02

 

8,292

３．評価・

至

換算差額等の変動 0 0

平

0

①評価・換算差額等

成

の減少 0 0 0

再評価損

２

0 0 0

その他評価額等

６

減少 0 0 0

②評価・換

年

算差額等の増加 0 0 0

　

再評価益 0 0 0

その他

３

評価額等増加 0 0 0

Ⅲ

月

．その他の純資産変動

　

の部 0 0 0 0

１．開始

３

時未分析残高 0 0 0

２

１

．その他純資産の変動

日

0 0 0

その他純資産の

）

減少 0 0 0

その他純資

（

産の増加 0 0 0

当期変

単

動額合計 2,422,

位

413 △2,254,

：

068 168,344

千

1,997,757 0

円

880,092 2,2

）

54,068 △3,5

財

20,726 0 1,6

源

11,192 0 0 0 1

財

,779,536

当期

源

末残高 27,676,

合

357 △8,615,

計

409 19,060,

資

948 7,249,2

産

04 369,589 6

形

,310,356 8,

成

615,409 △23

充

,791,819 3,

当

170,034 1,9

財

22,774 276,

源

610,888 0 27

資

6,610,888 2

産

97,594,610

形成充当 その他の純資産 その他の純
純資産合計

財源余剰
未実現財源

税収 社会保険料 移転収入 公債等
その他の 評価・換算 開始時未

その他純資産財源合計 資産合計
消費 財源の調達 差額等 分析残高

前期末残高 25,253,944 △6,361,341 18,892,603 5,251,446 369,589 5,430,265 6,361,341 △20,271,093 3,170,034 311,582 276,610,888 0 276,610,888 295,815,073

当期変動額

Ⅰ．財源変動の部 2,422,413 △2,254,068 168,344 168,344

１．財源の使途 △93,777,966 △2,254,068 △96,032,034 △96,032,034

①純経常費用への財源措置 △81,501,483 0 △81,501,483 △81,501,483

②固定資産形成への財源措置 △4,899,224 △2,254,068 △7,153,292 △7,153,292

事業用資産形成への財源措置 △3,051,965 △1,090,251 △4,142,216 △4,142,216

インフラ資産形成への財源措置 △1,847,259 △1,163,817 △3,011,076 △3,011,076

③長期金融資産形成への財源措置 △1,028,291 0 △1,028,291 △1,028,291

④その他の財源の使途 △6,348,968 0 △6,348,968 △6,348,968

直接資本減耗 △6,228,237 0 △6,228,237 △6,228,237

その他財源措置 △120,731 0 △120,731 △120,731

２．財源の調達 96,200,379 96,200,379 96,200,379

①税収 34,991,991 34,991,991 34,991,991

②社会保険料 9,658,006 9,658,006 9,658,



（

）発行収入 0

公債発行

単

収入 8,747,65

位

4

②借入金収入 0 Ｘ

短

：

期借入金収入 0

借入金

千

収入 0

③その他の財務

円

的収入 7,532 Ｙ

財

）

務的収支 △4,507

【

,259 ＡＡ＝Ｚ－Ｖ

経

当期資金収支額 2,2

常

25,788 ＡＢ＝Ｓ

的

＋ＡＡ

期首資金残高 8

収

,234,105 ＡＣ

支

期末資金残高 10,4

区

59,892 ＡＤ＝Ａ

分

Ｂ＋ＡＣ → ＢＳへ

】

Ⅰ．経常的収支

１．経常的支出 104,661,878 Ｃ＝Ａ＋Ｂ

①経常業務費用支出 47,414,963 Ａ

人件費支出 20,139,552

物件費支出 7,752,389

経費支出 10,117,350

業務関連費用支出（財務的支出を除く） 9,405,672

②移転支出 57,246,915 Ｂ

他会計への移転支出 0

補助金等移転支出 41,390,307

社会保障関係費等移転支出 15,436,522

その他の移転支出 420,086

２．経常的収入 117,77

【

3,645 Ｈ＝Ｄ＋Ｅ

様

＋Ｆ＋Ｇ

①租税収入 3

式

5,303,049 Ｄ

第

②社会保険料収入 9,

4

768,100 Ｅ

③経

号

常業務収益収入 30,

】

727,232 Ｆ

経常

平

収益収入 29,914

成

,007

業務関連収益

２

収入 813,226

④

５

移転収入 41,975

年

,264 Ｇ

他会計から

度

の移転収入 0

補助金等

　

移転収入 26,293

小

,498

その他の移転

田

収入 15,681,7

原

66

経常的収支 13,

市

111,767 Ｉ＝Ｈ

　

－Ｃ

【資本的収支区分

単

】

Ⅱ．資本的収支

１．

体

資本的支出 7,594

資

,894 Ｍ＝Ｊ＋Ｋ＋

金

Ｌ

①固定資産形成支出

収

5,648,826 Ｊ

支

②長期金融資産形成支

計

出 1,520,291

算

Ｋ

③その他の資本形成

書

支出 425,777 Ｌ

（

２．資本的収入 1,2

C

16,174 Ｑ＝Ｎ＋

F

Ｏ＋Ｐ

①固定資産売却

)

収入 62,505 Ｎ

②

【

長期金融資産償還収入

3

427,893 Ｏ

③そ

区

の他の資本処分収入 7

分

25,777 Ｐ

資本的

形

収支 △6,378,7

式

20 Ｒ＝Ｑ－Ｍ

基礎的

】

財政収支 6,733

（

,047 Ｓ＝Ｉ＋Ｒ

【

自

財務的収支区分】

Ⅲ．

平

財務的収支

１．財務的

成

支出 13,262,4

２

46 Ｖ＝Ｔ＋Ｕ

①支払

５

利息支出 2,291,

年

560 Ｔ

公債費（利払

　

分）支出 2,231,

４

271

借入金支払利息

月

支出 60,289

②元

　

本償還支出 10,97

１

0,887 Ｕ

公債費（

日

元本分）支出 10,0

 

47,050

公債（短

至

期）元本償還支出 9,

平

705,724

公債元

成

本償還支出 341,3

２

26

借入金元本償還支

６

出 △86,000

短期

年

借入金元本償還支出 △

　

86,000

借入金元

３

本償還支出 0

その他の

月

元本償還支出 1,00

　

9,837

２．財務的

３

収入 8,755,18

１

6 Ｚ＝Ｗ＋Ｘ＋Ｙ

①公

日

債発行収入 8,747

）

,654 Ｗ

公債（短期


